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 貸借対照表   

 (平成23年3月31日) 単位： 円  

資産の部   

I  流動資産   
現金及び預金              

未収入金                  

前払金    
立替金 

822,601,958

4,399,407
   1,320,561

        710,485

  

     流動資産合計  829,032,411  

II  固定資産     
1.  有形固定資産     

  建 物 

    減価償却累計額 

  工具器具備品 

    減価償却累計額 

  有形固定資産合計 

16,693,328

 7,356,734

35,501,634

21,410,264

9,336,594

14,091,370

23,427,964

  

2.  無形固定資産     
  ソフトウェア 

  無形固定資産合計   

 9,364,682

  9,364,682

  

   固定資産合計      32,792,646

   資産合計     861,825,057

     

負債の部     

I  流動負債     

預り金 
預り科研費補助金 

未払金  

未払費用 

 5,687,838

3,004,165

163,137,655

  5,712,279

  

   流動負債合計   177,541,937  

II  固定負債     

資産見返負債 

  資産見返運営費交付金 

  資産見返寄付金 

  資産見返物品受贈額 

32,183,889

433,830

 174,927

 
 

  32,792,646

  

     固定負債合計      32,792,646  

     負債合計   210,334,583 

     

純資産の部     

I  利益剰余金     

積立金 

当期未処分利益      

 52,851,874

   598,638,600

 

（うち当期総利益 598,638,600）    

利益剰余金合計     651,490,474  

     純資産合計     651,490,474

     負債純資産合計      861,825,057
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 損益計算書   

                                （平成22年4月1日～平成23年3月31日）  
   単位： 円  

     
I  経常費用     

1.  研究業務費     
（1）業務委託費    216,167,755      
（2）人件費          343,564,366    
（3）減価償却費 3,677,763    
（4）その他            403,457,938 966,867,822   

2.  一般管理費     
（1）人件費          136,706,990    
（2）減価償却費 1,883,977    
（3）その他            259,478,244   398,069,211   

   3. 雑損      3,308   
経常費用合計                             1,364,940,341 

     

II  経常収益     

1.   運営費交付金収益        1,948,290,108   

2.   普及業務収入     

        監修料収入         149,903 149,903   

3.   受託収入  4,765,558   

4.   シンポジウム収入  382,000   

5.   資産見返運営費交付金戻入          5,285,883   

6.   資産見返寄付金戻入 226,345   

7.   資産見返物品受贈額戻入   99,996           

8.   財務収益                  

        受取利息            5,341  5,341    

9.   科学研究費間接費収入     4,407,000   

10.  雑益                      17,291     

経常収益合計                         1,963,629,425 

     

III  経常利益                    598,689,084 

     

IV  臨時損失     
   1.  固定資産除却損   50,484         50,484  

     

V  当期純利益                              598,638,600 

     

VI  当期総利益                             598,638,600 

  



 3

 

 
キャッシュフロー計算書 

（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 単位： 円  
  

   
I  業務活動によるキャッシュフロー   

 商品又はサービスの購入による支出 －308,061,334  
 人件費支出 －480,754,469  
 科学研究費補助金預り金支出 －19,102,782  
 その他の業務支出 －547,255,027  
 運営費交付金収入 1,529,639,000  
 普及業務収入 162,842  
 受託収入 4,947,949  
 シンポジウム収入 382,000  
 科学研究費補助金預り金収入 28,497,000  
 その他の収入         17,291  
   小計 208,472,470  
 利息の受取額           5,502  
業務活動によるキャッシュフロー 208,477,972  

   
II  投資活動によるキャッシュフロー    

   有形固定資産取得による支出    －4,166,925  
   投資活動によるキャッシュフロー －4,166,925  
   

III  財務活動によるキャッシュフロー 0  
                  

IV  資金増加額 204,311,047  
   

V  資金期首残高    618,290,911  
   

VI  資金期末残高    822,601,958  
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利益の処分に関する書類 
（平成23年6月23日） 

単位：  円  
    

I  当期未処分利益 598,638,600  

 当期総利益 598,638,600   

    

II  利益処分額    

 積立金 598,638,600  

   
 
 
 
 
 
 

 

行政サービス実施コスト計算書 
（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

単位： 円 

      
I  業務費用  1,355,213,248  

(1)損益計算書上の費用     
   研究業務費 966,867,822    
   一般管理費  398,069,211  
  雑損    3,308  1,364,940,341  

(2)(控除)自己収入等     
   普及業務収入 －149,903    
   受託収入 －4,765,558    
  シンポジウム収入 －382,000    
   財務収益 －5,341    
   科学研究費間接費収入 －4,407,000    
   雑益   －17,291  －9,727,093  

     
II  引当外賞与見積額  －848,532  

    
III  引当外退職手当増加見積額  －16,543,403  

     
IV  機会費用     

  国有財産無償使用の機会費用   120,540,000  
     

V  行政サービス実施コスト  1,458,361,313  
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注 記 

重要な会計方針 

１． 運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準

を採用しております。 
２． 減価償却費の会計処理方法 

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15年  工具器具備品 4年～8年  ソフトウェア 5年   
３． 賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりませ

ん。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準

第88第2項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。 
４． 退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 

おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

５． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 

６． 消費税等の会計処理 
税込方式を採用しております。 
 

会計方針の変更 

１．資産除去債務に係る会計処理   
当事業年度より「独立行政法人会計基準」第 39 資産除去債務に係る会計処理並びに「資産

除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）

を適用しております。 
この結果、財務諸表に与える影響はありません。 
 

貸借対照表注記 

１．期末における賞与見積額は、26,038,355円であります。 
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、324,083,619円であります。 
 

キャッシュフロー計算書注記 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金   822,601,958円 
資金期末残高   822,601,958円 

２． 人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 
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行政サービス実施コスト計算書注記 

１．国有財産無償使用の機会費用 
国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 

    1,578.5㎡÷3.3㎡×21,000円×12ヶ月＝ 120,540,000円 
 

金融商品に関する注記   

 

 

貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

現金及び預金 822,601,958 822,601,958 0

未収入金 4,399,407 4,399,407 0

未払金 (163,137,655) (163,137,655) 0

 
       (注) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 
     
１．現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい 
  ことから、当該帳簿価額によっております。 
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附属明細書 
 

固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細 
単位：円 

  

資産の種類 

 

期首 

残高 

 

当期 

増加額 

 

当期 

減少額 

 

期末 

残高 

減価償却

累計額 当期償却額 

 

差引当期末

残高 

 

摘要 

建 物 16,693,328 0 0 16,693,328 7,356,734 1,001,599 9,336,594  

工具器具備品 34,380,339 3,169,425 2,048,130 35,501,634 21,410,264 3,610,916 14,091,370  

有形固定資産 

（償却費損益内） 

計 51,073,667 3,169,425 2,048,130 52,194,962 28,766,998 4,612,515 23,427,964  

建 物 16,693,328 0 0 16,693,328 7,356,734 1,001,599 9,336,594  

工具器具備品 34,380,339 3,169,425 2,048,130 35,501,634 21,410,264 3,610,916 14,091,370  

有形固定資産 

合計 

 計 51,073,667 3,169,425 2,048,130 52,194,962 28,766,998 4,612,515 23,427,964  

ソフトウェア 14,221,591 8,872,500 12,670,300 10,423,791 1,059,109 949,225 9,364,682無形固定資産 

計 14,221,591 8,872,500 12,670,300 10,423,791 1,059,109 949,225 9,364,682

 

 

たな卸資産の明細 
該当事項ありません。 

 

有価証券の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期貸付金の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期借入金の明細 

該当事項ありません。 
 

債券の明細 

該当事項ありません。 
 

引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

該当事項ありません。 
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退職給付引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

法令に基づく引当金等の明細 

該当事項ありません。 
 

保証債務の明細 

該当事項ありません。 
 

資本金及び資本剰余金の明細 
該当事項ありません。 

 

積立金の明細 
単位：円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 
 

通則法44条1項 

積立金 

   37,199,103 15,652,771 ― 52,851,874  

 

 

目的積立金の取崩しの明細  
該当事項ありません。 
 

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

（１）運営費交付金債務の増減の明細                                           単位：円 
 

当期振替額 交付年度 期首残高 交付金当 
期交付額 運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金

資本 

剰余金

小 計 

期末残高

18年度 24,814,772 － 24,814,772 0 0 24,814,772 0

19年度 28,403,495 － 28,403,495 0 0 28,403,495 0

20年度 23,492,188 － 23,492,188 0 0 23,492,188 0

21年度 353,982,578 － 353,982,578 0 0 353,982,578 0

22年度 － 1,529,639,000 1,517,597,075 12,041,925 0 1,529,639,000 0

合 計 430,693,033 1,529,639,000 1,948,290,108 12,041,925 0 1,960,332,033 0
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
 
  平成１８年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 24,814,772

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

 

 

計 24,814,772

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：24,814,772円 

 研究業務費 

通商産業政策史編纂業務 24,814,772円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 
計 0

 

費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

期間進行

基準によ

る振替額 
計 0

 

期間進行基準を採用した業務はない。 

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 24,814,772  
 
 
  平成１９年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 28,403,495

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

 

 

計 28,403,495

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：28,403,495円 

 研究業務費 

通商産業政策史編纂業務 28,403,495円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 

計 0

 

費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

期間進行

基準によ

る振替額 
計 0

 

期間進行基準を採用した業務はない。 
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会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 28,403,495  
 
 
  平成２０年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 23,492,188

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

 

 

計 23,492,188

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額： 7,854,169円 

 研究業務費 

通商産業政策史編纂業務 7,854,169円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 

計 0

 

費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

期間進行

基準によ

る振替額 
計 0

 

期間進行基準を採用した業務はない。 

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 23,492,188  
 
 
  平成２１年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 353,982,578

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

 

 

計 353,982,578

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額： 333,481,568円 

 研究業務費  333,481,568円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 
計 0

 

費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

期間進行

基準によ

る振替額 資本剰余金 0

 

期間進行基準を採用した業務はない。 
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計 0

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 353,982,578  
 
 
  平成２２年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 794,232,826

資産見返運営費交付金 2,397,150

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

 

 

計 796,629,976

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：225,071,689円 

 研究業務費 225,071,689円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：531,903円 

 普及業務収入149,903円、シンポジウム収入382,000円 

ｳ)固定資産の取得額：2,397,150円 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 

計 0

 

費用進行基準を採用した業務はない。 

 

 

運営費交付金収益  723,364,249

資産見返運営費交付金 9,644,775

資本剰余金 0

 

期間進行

基準によ

る振替額  

計 733,009,024

①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の

全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：739,752,908円 

 人件費 480,271,356円、その他 259,481,552円 

ｲ）自己収入に係る収益計上額 9,195,190円 

 受託収入4,765,558円、財務収益 5,341円、雑益17,291円, 

  科学研究費間接費収入 4,407,000円 

ｳ)固定資産の取得額：9,644,775円 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 1,529,639,000  
 

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

該当事項ありません。 
 
 
 
 
 
 

 
 



 12

役員及び職員の給与の明細 
単位：千円・人 

     報酬又は給与       退職手当 区 分 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 
 

(10,098)

20,400

(3.0)

1.0

(0) 

0 

(0)

0

職 員 
 

(58,020)

346,663

(20.3)

41.2

(185) 

    1,711 

(2)

1

合 計 
 

(68,118)

367,063

(23.3)

42.2

(185) 

1,711 

(2)

1

 

（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 

業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 

職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 

ものとしております。 

（注）支給額は千円単位で、切り捨て表示としております。 

（注）報酬又は給与の支給人員数は、年間平均人員数によっております。 

（注）役員及び職員には出向を含んでおり、上段の（  ）は非常勤を、下段は常勤を表示しております。 

（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 

 

 

セグメント情報 
当法人は、内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究、その成果の活 

用による政策提言・普及活動、及びそれらを支援するための資料収集管理を一体的な業務として運営しているの 

で、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

 

 


